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川越市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（抜粋） 

 

(職員) 

第２０条  

２ 保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳に満たない幼児お

おむね６人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満たない幼児おおむね１５人につき１

人以上、満４歳以上の幼児おおむね２５人につき１人以上とする。ただし、保育所１につ

き２人を下ることはできない。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所に勤務する理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、心理担当職員(学校教育法の規定による大学(短期大学を除く。) 

若しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を

修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等

以上の能力を有すると認められる者をいう。) 又は障害児の療育に関する知識及び経験

を有する者であって障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するも

ののいずれかに該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者(以下この項及び

附則第９項において「特定理学療法士等」という。)を、１人に限り、保育士とみなすこ

とができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該保育所の保

育士(附則第４項、第６項又は第７項の規定により保育士とみなされる者を除く。)による

支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

 

附 則 

 

(保育所の職員配置に係る特例) 

４ 第２０条第２項に規定する保育士の数の算定については、当分の間、当該保育所に勤務

する保健師、看護師又は准看護師(以下この項及び附則第９項において「看護師等」とい

う。) を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、乳児の数が４人未満であ

る保育所については、子育てに関する知識及び経験を有する看護師等を配置し、かつ、当

該看護師等が保育を行うに当たって当該保育所の保育士(同条第３項又は附則第６項若

しくは第７項の規定により保育士とみなされる者及び同条第３項ただし書の規定による

支援を行う者を除く。) による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

５ 保育の需要に応ずるに足りる保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律(平成１８年法律第７７号)第２条第６項に規定する認定こども



園(子ども・子育て支援法(平成２４年法律第６５号)第２７条第１項の確認を受けたもの

に限る。) 又は法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等が不足していることに鑑

み、当分の間、第２０条第２項ただし書の規定を適用しないことができる。この場合にお

いて、同項本文の規定により必要となる保育士の数が１人となるときは、当該保育士に加

えて、市長が保育士と同等の知識及び経験を有すると認める者を置かなければならない。 

６ 前項の事情に鑑み、当分の間、第２０条第２項に規定する保育士の数の算定については、

幼稚園若しくは小学校の教諭又は養護教諭の普通免許状(教育職員免許法(昭和２４年法

律第１４７号)第４条第２項に規定する普通免許状をいう。) を有する者を保育士とみな

すことができる。 

７ 附則第５項の事情に鑑み、当分の間、１日につき８時間を超えて開所する保育所におい

て、開所時間を通じて必要となる保育士の総数が当該保育所に係る利用定員の総数に応

じて置かなければならない保育士の数を超えるときは、第２０条第２項に規定する保育

士の数の算定については、市長が保育士と同等の知識及び経験を有すると認める者を、開

所時間を通じて必要となる保育士の総数から利用定員の総数に応じて置かなければなら

ない保育士の数を差し引いて得た数の範囲で、保育士とみなすことができる。 

８ 前２項の規定を適用するときは、これらの規定の適用がないものとした場合における

第２０条第２項の規定により算定される保育士の数の３分の２以上の保育士（同条第３

項又は附則第４項若しくは前２項の規定により保育士とみなされる者を除く。次項にお

いて同じ。) を置かなければならない。 

９ 第２０条第３項及び附則第４項の規定により特定理学療法士等及び看護師等のいずれ

もが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所の保育士

（同条第３項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。) による支援を受けるこ

とができる体制を確保しなければならない。 

 

 

 

  



川越市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（抜粋） 

 

(職員) 

第２９条  

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を加え

た数以上とする。 

(１) 乳児 おおむね３人につき１人 

(２) 満１歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね１５人につき１人(法第６条の３第

１０項第２号又は第３号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。) 

(４) 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務す

る保健師、看護師又は准看護師(以下「看護師等」という。) を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務

する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員(学校教育法(昭和２２年法律第

２６号)の規定による大学(短期大学を除く。) 若しくは大学院において、心理学を専修す

る学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団

心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者をい

う。) 又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者であって障害児の療育の指導

を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれかに該当し、かつ、子育てに関

する知識及び経験を有する者(以下「特定理学療法士等」という。) を、１人に限り、保

育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、

当該小規模保育事業所Ａ型の保育士 (附則第７項又は第８項の規定により保育士とみな

される者を除く。次項において同じ。) による支援を受けることができる体制を確保しな

ければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合には、

当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士(前項ただし

書の規定による支援を行う保育士を除く。) による支援を受けることができる体制を確

保しなければならない。 

 

(職員) 

第４４条  

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数以上とする。

ただし、一の保育所型事業所内保育事業所につき２人を下ることはできない。 

(１) 乳児 おおむね３人につき１人 



(２) 満１歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね１５人につき１人(法第６条の３第

１２項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。) 

(４) 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事業所に

勤務する看護師等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事業所

に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当

該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該保育所型事業所内保育事業所の保

育士(附則第７項又は第８項の規定により保育士とみなされる者を除く。次項において同

じ。) による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合には、

当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士(前項

ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。) による支援を受けることができる体

制を確保しなければならない。 

 

附 則 

 

(小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置に係る特例) 

６ 保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園(子ども・子育て支援法第２７条第

１項の確認を受けたものに限る。) 又は家庭的保育事業等(満３歳以上限定小規模保育事

業を除く。) が不足していることに鑑み、当分の間、第２９条第２項各号又は第４４条第

２項各号に定める数の合計数が１となるときは、第２９条第２項又は第４４条第２項に

規定する保育士の数は、１人以上とすることができる。ただし、配置される保育士の数が

１人となるときは、当該保育士に加えて、保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が

認める者を置かなければならない。 

７ 前項の事情に鑑み、当分の間、第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保育士の

数の算定については、幼稚園若しくは小学校の教諭又は養護教諭の普通免許状(教育職員

免許法(昭和２４年法律第１４７号)第４条第２項に規定する普通免許状をいう。) を有

する者を保育士とみなすことができる。 

８ 附則第６項の事情に鑑み、当分の間、１日につき８時間を超えて開所する小規模保育事

業所Ａ型又は保育所型事業所内保育事業所(以下この項において「小規模保育事業所Ａ型

等」という。) において、開所時間を通じて必要となる保育士の総数が当該小規模保育事

業所Ａ型等に係る利用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を超えると

きは、第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保育士の数の算定については、保育

士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める者を、開所時間を通じて必要となる保



育士の総数から利用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を差し引いて

得た数の範囲で、保育士とみなすことができる。 

９ 前２項の規定を適用するときは、これらの規定の適用がないものとした場合における

第２９条第２項又は第４４条第２項の規定により算定される保育士の数の３分の２以上

の保育士(第２９条第３項若しくは第４項若しくは第４４条第３項若しくは第４項又は

前２項の規定により保育士とみなされる者を除く。) を置かなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



川越市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例（抜粋） 

 

(職員の数等) 

第５条  

３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び保育に直接従事する職員の数は、次の

表の左欄に掲げる園児の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める員数以上とする。ただ

し、当該職員の数は、常時２人を下ってはならない。 

園児の区分 員数 

(１) 満４歳以上の園児 おおむね２５人につき１人 

(２) 満３歳以上満４歳未満の園児 おおむね１５人につき１人 

(３) 満１歳以上満３歳未満の園児 おおむね６人につき１人 

(４) 満１歳未満の園児 おおむね３人につき１人 

備考 

(１) この表に定める員数は、副園長(幼稚園の教諭の普通免許状(教育職員免許法(昭

和２４年法律第１４７号)第４条第２項に規定する普通免許状をいう。以下この号及

び附則第６条において同じ。) を有し、かつ、児童福祉法(昭和２２年法律第１６４

号) 第１８条の１８第１項の登録(以下この号において「登録」という。) を受けた

ものに限る。) 、教頭(幼稚園の教諭の普通免許状を有し、かつ、登録を受けたもの

に限る。) 、主幹保育教諭、指導保育教諭、主務保育教諭、保育教諭、助保育教諭又

は講師であって、園児の教育及び保育に直接従事するものの数をいう。 

(２) この表に定める員数は、同表の左欄の園児の区分ごとに右欄の園児数に応じ定

める数を合算した数とする。 

(３) この表の第１号及び第２号に係る員数が学級数を下るときは、当該学級数に相

当する数を当該員数とする。 

(４) 園長が専任でない場合は、原則としてこの表に定める員数を１人増加するもの

とする。 

(５) 第１号に規定する者については、１人に限り、当該幼保連携型認定こども園に勤

務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員(学校教育法(昭和２２年

法律第２６号)の規定による大学(短期大学を除く。) 若しくは大学院において、心

理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者であ

って、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有す

ると認められる者をいう。) 又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者で

あって障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいず

れかに該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者(以下「特定理学療法

士等」という。) をもって代えることができる。ただし、当該特定理学療法士等は、



補助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならず、当該

特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、同号に規定する者による支援を受け

ることができる体制を確保しなければならない。 

 

  附 則 

 

(幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る特例) 

第５条 園児の登園又は降園の時間帯その他の園児が少数である時間帯において、第５条

第３項本文の規定により必要となる園児の教育及び保育に直接従事する職員(以下「職員」

という。) の数が１人となる場合には、当分の間、同項の規定により置かなければならな

い職員のうち１人は、同項の表備考第１号の規定にかかわらず、市長が保育教諭と同等の

知識及び経験を有すると認める者とすることができる。 

第６条 第５条第３項の表備考第１号に規定する者については、当分の間、小学校の教諭又

は養護教諭の普通免許状を有する者(現に当該施設において主幹養護教諭、主務養護教諭

及び養護教諭として従事している者を除く。以下この条及び附則第９条において「小学校

教諭等免許状所持者」という。) をもって代えることができる。この場合において、当該

小学校教諭等免許状所持者は、補助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育

に従事してはならない。 

第７条 １日につき８時間を超えて開園する幼保連携型認定こども園において、開園時間

を通じて必要となる職員の総数が、利用定員に応じて置かなければならない職員の数を

超える場合における第５条第３項の表備考第１号に規定する者については、当分の間、開

園時間を通じて必要となる職員の総数から、利用定員に応じて置かなければならない職

員の数を差し引いて得た数の範囲で、市長が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると

認める者をもって代えることができる。この場合において、当該者は、補助者として従事

する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならない。 

第８条 第５条第３項の表備考第１号に規定する者については、当分の間、１人に限り、当

該幼保連携型認定こども園に勤務する保健師、看護師又は准看護師(以下「看護師等」と

いう。) をもって代えることができる。ただし、満１歳未満の園児の数が４人未満である

幼保連携型認定こども園については、子育てに関する知識及び経験を有する看護師等を

配置し、かつ、当該看護師等が保育を行うに当たって同号に規定する者による支援を受け

ることができる体制を確保しなければならない。 

２ 前項の場合において、当該看護師等は、補助者として従事する場合を除き、教育課程に

基づく教育に従事してはならない。 

第９条 第５条第３項の表備考第５号又は前３条の規定により同表備考第１号に規定する

者を特定理学療法士等、小学校教諭等免許状所持者、市長が保育教諭と同等の知識及び経

験を有すると認める者又は看護師等をもって代える場合における当該特定理学療法士等、



小学校教諭等免許状所持者、市長が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者

並びに看護師等の総数は、同項の規定により置かなければならない職員の数の３分の１

を超えてはならない。 

第１０条 第５条第３項の表備考第５号及び附則第８条第１項の規定により特定理学療法

士等及び看護師等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当た

って同表備考第１号に規定する者(同表備考第５号ただし書の規定による支援を行う者

を除く。) による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



川越市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の

認定の要件を定める条例（抜粋） 

 

(職員の配置) 

第５条 認定こども園に置く教育及び保育に従事する職員の数は、次の表の左欄に掲げる

園児の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める員数以上でなければならない。ただし、

当該教育及び保育に従事する職員の数は、常時２人を下ってはならない。 

園児の区分 員数 

満４歳以上の園児 おおむね２５人につき１人 

満３歳以上満４歳未満の園児 おおむね１５人につき１人 

満１歳以上満３歳未満の園児 おおむね６人につき１人 

満１歳未満の園児 おおむね３人につき１人 

 

(職員の資格) 

第６条 前条第１項の規定により認定こども園に置かれる職員のうち満３歳未満の園児の

保育に従事する職員は、保育士の資格を有する者でなければならない。 

２ 前条第１項の規定により認定こども園に置かれる職員のうち満３歳以上の園児の教育

及び保育に従事する職員は、幼稚園の教員の免許状(教育職員免許法(昭和２４年法律第 1

１４７号)第４条第２項に規定する普通免許状(以下「普通免許状」という。) 又は同条第

４項に規定する臨時免許状をいう。以下同じ。) 及び保育士の資格を有する者でなければ

ならない。ただし、幼稚園の教員の免許状及び保育士の資格を有する者とすることが困難

であると市長が認めるときは、幼稚園の教員の免許状又は保育士の資格のいずれかを有

する者とすることができる。 

４ 第２項ただし書の規定にかかわらず、満３歳以上の園児のうち保育所と同様に１日に

８時間程度利用する園児の保育に従事する職員は、保育士の資格を有する者でなければ

ならない。ただし、幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場

合であって当該園児の保育に従事する職員を保育士の資格を有する者とすることが困難

であると市長が認めるときは、幼稚園の教員の免許状を有する者であってその意欲、適性、

能力等を考慮して適当と認められるもの(その者が保育士の資格の取得に向けた努力を

行っている場合に限る。) とすることができる。 

６ 第１項、第２項及び第４項の規定により置かなければならない保育士の資格を有する

者については、１人に限り、当該認定こども園に勤務する理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、心理担当職員(学校教育法の規定による大学(短期大学を除く。) 若しくは大学院

において、心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した

者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有

すると認められる者をいう。) 又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者であ



って障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれかに

該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者(以下「特定理学療法士等」とい

う。) をもって代えることができる。ただし、当該特定理学療法士等は、補助者として従

事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならず、当該特定理学療法士等が

保育を行うに当たっては、保育士の資格を有する者による支援を受けることができる体

制を確保しなければならない。 

 

(認定こども園の職員の数等に係る特例) 

２ 園児の登園又は降園の時間帯その他の園児が少数である時間帯において、第５条第１

項本文の規定により認定こども園に置かなければならない職員の数が１人となる場合に

は、当分の間、第６条第１項、第２項及び第４項の規定にかかわらず、第５条第１項の規

定により認定こども園に置かなければならない職員のうち１人は、市長が幼稚園の教員

の免許状又は保育士の資格を有する者と同等の知識及び経験を有すると認める者とする

ことができる。 

３ 第６条第１項及び第４項(ただし書を除く。) の規定により置かなければならない保育

士の資格を有する者については、当分の間、幼稚園の教員の免許状又は小学校の教諭若し

くは養護教諭の普通免許状を有する者(現に当該施設において主幹養護教諭、主務養護教

諭及び養護教諭として従事している者を除く。次項及び附則第７項において同じ。) をも

って代えることができる。 

４ 第６条第２項の規定により置かなければならない幼稚園の教員の免許状又は保育士の

資格を有する者については、当分の間、小学校の教諭又は養護教諭の普通免許状を有する

者をもって代えることができる。この場合において、当該者は、補助者として従事する場

合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならない。 

５ １日につき８時間を超えて開園する認定こども園において、開園時間を通じて必要と

なる職員の総数が、利用定員に応じて置かなければならない職員の数を超える場合にお

ける第６条第１項、第２項及び第４項の規定により置かなければならない幼稚園の教員

の免許状又は保育士の資格を有する者については、当分の間、開園時間を通じて必要とな

る職員の総数から、利用定員に応じて置かなければならない職員の数を差し引いて得た

数の範囲で、市長が幼稚園の教員の免許状又は保育士の資格を有する者と同等の知識及

び経験を有すると認める者をもって代えることができる。この場合において、当該者は、

補助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならない。 

６ 第６条第１項の規定により置かなければならない保育士の資格を有する者については、

当分の間、１人に限り、当該認定こども園に勤務する保健師、看護師又は准看護師(以下

「看護師等」という。) をもって代えることができる。ただし、満１歳未満の園児の数が

４人未満である認定こども園については、子育てに関する知識及び経験を有する看護師

等を配置し、かつ、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該認定こども園の保育士の



資格を有する者による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

７ 次の表の左欄に掲げる規定により同表の中欄に掲げる者について同表の右欄に掲げる

者をもって代える場合における同欄に掲げる者の総数は、第５条第１項の規定により認

定こども園に置かなければならない職員の数の３分の１を超えてはならない。 

第６条第６項 第６条第１項の規定により置かなけれ

ばならない保育士の資格を有する者 

特定理学療法士等 

附則第３項 第６条第１項及び第４項(ただし書を除

く。) の規定により置かなければならな

い保育士の資格を有する者 

幼稚園の教員の免許状又は

小学校の教諭若しくは養護

教諭の普通免許状を有する

者 

附則第４項 第６条第２項の規定により置かなけれ

ばならない幼稚園の教員の免許状又は

保育士の資格を有する者 

小学校の教諭又は養護教諭

の普通免許状を有する者 

附則第５項 第６条第１項、第２項及び第４項の規定

により置かなければならない幼稚園の

教員の免許状又は保育士の資格を有す

る者 

市長が幼稚園の教員の免許

状又は保育士の資格を有す

る者と同等の知識及び経験

を有すると認める者 

前項 第６条第１項の規定により置かなけれ

ばならない保育士の資格を有する者 

看護師等 

８ 第６条第６項及び附則第６項の規定により特定理学療法士等及び看護師等のいずれも

が保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該認定こども園の保育

士の資格を有する者(同条第６項ただし書の規定による支援を行う者を除く。) による支

援を受けることができる体制を確保しなければならない。 


